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派遣労働者を受け入れる派遣先としての留意点について



2

①労働者派遣制度の概要

②労働者派遣の流れ

③派遣先が講ずべき措置

④派遣先事業所における法令違反・不適切事例等

本日の内容



①労働者派遣制度の概要



労働者派遣とは

4

自己(*1)の雇用する労働者(*2)を、当該雇用関係の下に、かつ、他人(*3)の指揮命
令を受けて、当該他人のために労働に従事させることをいい、当該他人に対し当該労
働者を当該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとする。

（派遣法第２条第１号：労働者派遣の用語の意義）
※派遣法の正式名称：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

*1 自己：派遣元（派遣会社）
*2 雇用する労働者：派遣労働者
*3 他人：派遣先（派遣労働者を受け入れている会社）

労働者派遣とは

派遣契約

派遣労働者

派遣元事業主 派遣先Ａ社

派遣

Ａ社

勤務賃金の支払い
仕事上の指揮命令

労働者

労
働
契
約

直接雇用（正社員・契約社員アルバイト）



請負とは

5

労働の結果として仕事の完成を目的とするもの（民法第632条）ですが、労働者派遣
との違いは、請負には、注文主と労働者との間に指揮命令関係を生じないという点に
あります。

請負とは

○労働者派遣と請負の区分
注文主と労働者との間に指揮命令関係がある場合には、請負形式の契約により

行われていても労働者派遣に該当し、派遣法の適用を受けます。

※ 労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を定める告示
（昭和61年労働省告示第37号）

• 自己の雇用する労働者を自ら直接利用すること（告示第37号第2条第1号）
• 請け負った業務を自己の業務として当該契約の相手方から独立して処理するもので
あること（告示第37号第2条第2号）

労働者

請負契約

請負業者 注文主



②労働者派遣の流れ



労働者派遣の流れ
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派遣労働者 派遣元事業主 派遣先

１ 抵触日通知

２ 比較対象労働者の待遇情報の提供

２ 待遇情報の提供
労使協定の締結

３ 派遣契約の締結

就業条件派遣料金の明示 派遣先への通知

待遇の説明

派遣就業の開始

４ 派遣先管理台帳の作成

派遣先均等均衡方式

労使協定方式

5 派遣元への通知



１ 抵触日通知について（派遣法第26条第4項）(1/5)
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派遣先は、労働者派遣契約を締結するにあたり、あらかじめ、派遣元事業主に対し、
派遣期間の制限に抵触する最初の日を通知しなければならない。

派遣先の同一の事業所に対し派遣できる期間（派遣可能期間）は、原則３年が限度になっている。
ただし、派遣先事業所の過半数労働組合（過半数労働組合が存在しない場合、事業所の労働者の過半数を
代表する者）から意見聴取を行うことで、３年を超えて派遣労働者を受け入れることが可能。
派遣先事業所とは ・工場、事務所、店舗等、場所的に独立していること

・経営の単位として人事、経理、指導監督、働き方などがある程度独立していること
・施設として一定期間継続するものであること

などの観点から実態に即して判断する。 ※雇用保険適用事業所に関する考え方と基本的に同一
なお、雇用保険適用事業所の非該当承認を受けている場合は、直近上位の組織に包括して全体を一の事業
所として取り扱う。（労働者派遣事業関係業務取扱要領第７の５(3)ロハ）

事業所単位個人単位の期間制限について

派遣先事業所単位の期間制限

○意見聴取手続きについて
• 意見聴取は、事業所単位の期間制限の抵触日の１カ月前までに行うこと。
• 過半数代表者の選出については、労働基準法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にあ
る者でないこと及び投票挙手労働者の話合い等民主的な手続きで行うこと。

• 意見聴取の際に、過半数労働組合等に対して「労働者派遣の役務の提供を受けようとする事業所
その他就業の場所」及び「延長しようとする派遣期間」を書面により通知すること。

• 過半数労働組合などから異議が示されたときは、対応方針などを説明する義務がある。



１ 抵触日通知について（派遣法第26条第4項）(2/5)
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同一の派遣労働者を、派遣先の事業所における同一の組織単位（いわゆる「課」
や「グループ」などを想定）に対し派遣できる期間は原則３年が限度です。
（事業所単位の期間制限と違って、個人単位の期間制限の延長は不可。）

派遣先事業所における組織単位とは
• 業務としての類似性、関連性があること
• その組織の長が業務の配分や労務管理上の指揮監督権限を有すること

名称にとらわれることなく実態により判断する。

期間制限の対象外について

個人単位の期間制限

• 派遣元事業主で無期雇用されている派遣労働者
• ６０歳以上の派遣労働者
• 有期プロジェクト業務
(事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務であって一定期間内に完了するもの）

• 日数限定業務
(１カ月間に行われる日数が通常の労働者に比べ相当程度少なく、かつ、月１０日以内であるもの）

• 産前産後休業、育児休業、介護休業などを取得する労働者の業務



１ 抵触日通知について（派遣法第26条第4項）(3/5)
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期間制限の中断（クーリング）

同一の派遣労働者について、派遣先の同一の組織単位における就業の日と次回の就
業の日との間の期間が３箇月以下であれば、派遣先は、事業所等における組織単位
ごとの業務について、継続して同一の派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を
受けているものとみなす。（労働者派遣事業関係業務取扱要領第７の６(4)ｲ(ｲ)）



１ 抵触日通知について（派遣法第26条第4項）(4/5)
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⇨期間制限対象の派遣労働者を３箇月と１日以上、継続して受け入れていない期
間がある場合は、次の派遣労働者の受入日が期間制限の起算日となる。
（期間制限は中断される。）

※同一の派遣労働者（期間制限対象者）が、派遣元を変更して同一の組織単
位で就業しても組織単位の期間は継続される。
（期間制限は中断されない。）

⇨派遣元が変わっても、３箇月と１日以上の期間を空けずに、同一の組織単位で
３年を超えて就業した場合は、組織単位の期間制限違反となる。

なお、期間制限の中断は組織単位だけではなく、事業所単位にも適用される。
（労働者派遣事業関係業務取扱要領第７の５(3)ニ）



１ 抵触日通知について（派遣法第26条第4項）(5/5)
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労働契約申込みみなし制度（法第４０条の６）

労働者派遣の役務の提供を受ける者が、過半数労働組合等からの意見聴取をせ
ずに事業所単位の期間制限を超えて労働者派遣の役務の提供を受けている場合及
び派遣労働者個人単位の期間制限を超えて同一の組織単位において同一の派遣労
働者から労働者派遣の役務の提供を受けている場合には、当該労働派遣の役務の
提供を受ける者から派遣労働者に対し、その時点における当該派遣労働者に係る
労働条件と同一の労働条件を内容とする労働契約の申込みをしたものとみなされ
る。

派遣労働者が、労働契約申込みを承諾した時点で労働契約が成立する。
（派遣先が、派遣労働者を直接雇用することになる。）



抵触日の通知 記入例
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■派遣先均等均衡方式

（比較対象労働者の待遇等に関する情報提供）

• 比較対象労働者の職務の内容、当該職務の
内容及び配置の変更の範囲並びに雇用形態

• 比較対象労働者を選定した理由

• 比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容

• 比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及
び当該待遇を行う目的

• 比較対象労働者の待遇のそれぞれについて、
職務の内容、当該職務の内容及び配置の変
更の範囲その他の事情のうち、当該待遇に
係る決定をするに当たって考慮した事項

■労使協定方式

（待遇に関する情報提供）

• 法第４０条第２項の教育訓練（派遣先が派
遣労働者と同種の業務に従事する派遣先に
雇用される労働者に対して行う業務の遂行
に必要な能力を付与するための教育訓練）
の内容。
※当該教育訓練がない場合はその旨。

• 福利厚生施設（給食施設休憩室更衣室）の
利用の機会の付与の有無及び利用時間等の
具体的内容。
※当該福利厚生施設がない場合はその旨。

14

２ 比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供について
(待遇に関する情報提供)（派遣法第２６条第７項）

※派遣労働者の待遇決定方式によって情報提供の内容が変わる。

派遣先は、あらかじめ派遣元に対して、派遣労働者が従事する業務ごとに、比較対象
労働者の賃金その他の待遇に関する情報その他厚生労働省令で定める情報を書面で提
供しなければばらない。



待遇に関する情報提供 （記入例）※労使協定方式の場合

15

「派遣先均等均衡方式」「労使協定方式」いずれの場合でも、
派遣契約の都度待遇に関する情報提供が必要。



派遣労働者の同一労働同一賃金については、派遣元事業主に対し、
「派遣先均等・均衡方式」 又は 「労使協定方式」 のいずれかの待遇決定方式
による公正な待遇の確保を義務づけている（令和２年４月施行）

「派遣先均等・均衡方式」：派遣先の通常の労働者と比較して、派遣労働者の待遇を確保

「労使協定方式」：一定の要件を満たす派遣元の労使協定により、派遣労働者の待遇を確保

○ 派遣元が「派遣先均等・均衡方式」を選択している場合には、派遣先は「比較対象
労働者の情報」を派遣元に提供することが必要

○ 派遣元が「労使協定方式」を選択している場合には、派遣先は「業務の遂行に必要
な能力を付与するための教育訓練」と「福利厚生施設（給食施設、更衣室、休憩
室）」の待遇のみ 情報提供が必要（※「比較対象労働者」の情報提供は不要）

派遣先の通常の労働者

派遣先均等・均衡方式 労使協定方式

派遣元 派遣先

派遣労働者の待遇決定方式について (1/3)
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厚生労働省

均等待遇

待遇をイコールに

均衡待遇

待遇をバランスの
とれたものに

＝職務の内容や人材活用の仕組みが同じなら

職務の内容や人材活用の仕組みが異なるのなら

派遣先均等・均衡方式派遣先均等・均衡方式

派遣先の通常の労働者派遣労働者

派遣元事業主は、派遣労働者の基本給、賞与等の全ての待遇のそれぞれについ
て、派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間で、均等待遇又は均衡待遇
を確保しなければならない。【派遣法第30条の３】

派遣労働者の待遇決定方式について (2/3)
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内容を「一般労働者の賃金（一般賃金）額と同等以上」とするなど要件がある。

派遣労働者の職務の内容、
職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態
に関する事項の向上があっ
た場合に賃金が改善される
ものであること。

派遣元事業主は、過半数労働組合又は過半数代表者（過半数労働組合がない場合
に限る）との間で、一定の事項を定めた協定を書面で締結したときは、一部の待
遇を除き、協定に基づき待遇を決定することとなる。また、協定を締結した派遣
元事業主は、協定を労働者に周知しなければならない。【派遣法第30条の４】

労使協定方式労使協定方式

派遣労働者の待遇決定方式について (3/3)
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３ 派遣契約の締結について（派遣法第26条第１項）

19

恒常的に取引先との間に労働者派遣をする旨の基本契約を締結し、個々具体的に労働者
派遣をする場合に個別に就業条件をその内容に含む個別契約を締結するケースが多い。
⇨ 派遣法第２６条の派遣契約は、後者の個別契約をいうものである。

労働者派遣（個別）契約書参照

2.派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度
派遣労働者が従事する業務に伴って行使するものとして付与されている権限の範囲程度等
チームリーダー等の役職を有する派遣労働者であれば具体的な役職を記載する。また役職がない場

合はその旨を記載する。
派遣元と派遣先との間で、派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度について共通認識を持つこ

とができるよう、具体的に記載することが望ましい。
19.派遣労働者の福祉の増進のための便宜供与

派遣先が設置し、派遣先の労働者が利用している福利厚生施設（物品販売所診療所運動場等）や教
育訓練等について、派遣労働者の福祉の増進のために便宜供与する旨の定めをした場合には、当該便
宜の供与に関する事項について記載すること。
※ 派遣先の給食施設、休憩室及び更衣室の利用については、派遣先の労働者と同様に利用の機会を付
与しなければならない。
（派遣法第４０条第３項）

22.労使協定方式の対象となる派遣労働者に限るか否かの別
派遣労働者の待遇が「労使協定方式」で定められている場合は「協定対象派遣労働者に限定」に該

当。派遣先均等均衡方式の場合は「限定しない」に該当する。
→派遣元に派遣労働者の待遇決定方式について確認する必要があります。

以上の３点は、令和２年４月１日追加された項目になります。

記入例



労働者派遣（個別）契約書 記入例 (1/3)
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労働者派遣（個別）契約書 記入例 (2/3)
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労働者派遣（個別）契約書 記入例 (3/3)
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４ 派遣先管理台帳について（派遣法第４２条）

23

派遣先が、労働日、労働時間等の派遣労働者の就業実態を的確に把握するとともに、派
遣先管理台帳の記載内容を派遣元に通知することにより、派遣元の適正な雇用管理の実
施に資するためのものである。
⇨ 派遣先管理台帳の作成は派遣先が行うことになっている。

派遣先管理台帳は、労働者派遣の終了日を起算日として３年間保存しなければならない。
派遣労働者の人数＋派遣先の労働者の人数の合計が５人以下の場合は作成不要。

【派遣先管理台帳に記載すべき事項】
• 協定対象派遣労働者であるか否か
• 無期雇用労働者であるか有期雇用労働者であるか
• ６０歳以上であるかの別
• 派遣元事業主の氏名又は名称
• 派遣就業した日
• 派遣就業した日ごとの始業終業時刻並びに休憩時間
• 従事した業務の種類
• 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項
• （紹介予定派遣に係る派遣労働者の場合）紹介予定派遣に関する事項
• 教育訓練を行った日時及び内容
• 派遣先責任者及び派遣元責任者に関する事項
• 期間制限を受けない業務について行う労働者派遣に関する事項
• 派遣労働者に係る健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の被保険者資格取得届の提出の有無
など



派遣先管理台帳 記入例 (1/2)
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派遣先管理台帳 記入例 (2/2)
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５ 派遣元への通知（派遣法第４２条第３項）

26

派遣先は、１箇月ごとに１回以上、一定の期日を定めて派遣労働者ごとの就業実績
を書面の交付等により行わなければならない。

【通知する項目】

• 派遣労働者の氏名
• 派遣就業した日
• 派遣就業した日ごとの始業及び終業した時刻並びに休憩した時間
• 従事した業務の種類
• 派遣労働者が従事する責任の程度
• 派遣労働者が労働者派遣に係る労働に従事した事業所の名称及び所在地その他
派遣就業をした場所並びに組織単位



派遣事業関係書類記入例
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③派遣先が講ずべき措置



派遣先責任者の選任（派遣法第４１条）(1/2)

29

派遣先は、派遣労働者に関する就業の管理を一元的に行う「派遣先責任者」を選任し、派
遣労働者の適正な就業を確保しなければならない。
• 派遣先責任者は自己の雇用する労働者の中から選任すること。（法人の役員でも可）
• 派遣労働者１～１００人以下を一単位とし、１単位につき１人以上ずつ選任しなければ
ならない。

製造業務専門派遣先責任者の選任

製造業務に派遣労働者を従事させる派遣先は、製造業務に従事する派遣労働者１～１００人以下
を一単位とし、１単位につき１人以上ずつ選任しなければならない。

・製造業務に従事する派遣労働者が５０人以下の場合は、製造業務専門派遣先責任者を選任
しなくてもよい。
・製造業務専門派遣先責任者のうち１人は、製造業務以外に従事する派遣労働者の派遣先責
任者を兼任することができる。

例）派遣労働者を１８０名受入れている派遣先事業所
（内訳）製造業務に従事する派遣労働者１５０名

製造業務以外に従事する派遣労働者３０名

⇨ 製造業務専門派遣先責任者を２名選任する必要があるが、そのうち１名は製造業務以外に従事す
る派遣労働者の派遣先責任者との兼任が可能。

製造業務専門派遣先責任者A：製造業務に従事する派遣労働者１００名を担当。
製造業務専門派遣先責任者B：製造業務に従事する派遣労働者５０名、

製造業務以外に従事する派遣労働者３０名を担当。



派遣先責任者の選任（派遣法第４１条）(2/2)

30

派遣先責任者の職務

1. 労働者派遣法及び労働基準法等の適用に関する特例等により適用される法律

の規定や派遣労働者に係る労働者派遣契約の定め及び派遣元から受けた通知

の内容についての関係者への周知。

2. 派遣受入期間の延長通知に関すること。

3. 派遣先における均衡待遇の確保に関すること。

4. 派遣先管理台帳の作成、記録、保存及び記載事項の通知に関すること。

5. 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理。

6. 安全衛生に関すること。

7. その他、派遣元との連絡調整



派遣労働者を特定することを目的とする行為の禁止
（派遣法第２６条第６項）

31

派遣先は、派遣労働者を特定することを目的とする行為をしないよう努めなければ
ならない。

具体的な禁止事項（派遣先が講ずべき措置に関する指針第２の３）

• 派遣開始前に派遣労働者（又は派遣労働者になろうとする者）に対して面接を行うこと。
（いわゆる「事前面接」）
※紹介予定派遣の際に実施する事前面接は禁止行為に該当しない。

• 履歴書等の応募書類の提出を求める行為。
※派遣労働者等が自らの判断で履歴書等を送付することは禁止行為に該当しない。

※紹介予定派遣
一定の労働者派遣の期間（６か月以内）を経て、直接雇用に移行すること（職業紹介）を念頭
に行われる派遣を紹介予定派遣といいます。



派遣禁止業務（法第４条第１項）

32

• 港湾運送業務
• 建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若し
くは解体の作業又はこれらの準備の作業に係る業務をいう。）

• 警備業務
• 病院等における医療関係業務

※へき地における医師・看護師等の労働派遣は認められている。
※社会福祉施設等で行われる医療関係業務は、労働者派遣の対象になる。

何人も、下記のいずれかに該当する業務について、労働者派遣事業を行ってはならない。

派遣先が、上記の派遣禁止業務を行う派遣労働者を受入れた場合は、
労働契約申込みみなし制度の対象になる。



離職した労働者の派遣受入れ禁止
（派遣法第４０条の９第１項）

33

派遣先は、当該派遣先を離職後１年以内の者を、派遣労働者として受け入
れてはならない。
（６０歳以上の定年退職者を除く）

※労働者派遣は常用雇用の代替防止を前提としていることから、離職した労働者を
派遣労働者として受け入れることは派遣法の趣旨から鑑みても適当ではない。

なお、離職した労働者は、正社員に限定されるものではなく、非正規労働者（契
約社員・パート・アルバイト等）も含まれる。



派遣労働者の優先雇用の努力義務 ／ 労働者募集情報の提供義務

34

派遣先の組織単位の同一業務に、同一の派遣労働者を継続して１年以上受け入れ
ており、派遣元から、その派遣労働者を直接雇用するよう依頼があり、派遣終了
後に、引き続き同一の業務に従事するために労働者を雇用しようとする場合、そ
の派遣労働者を直接雇用するよう努めなければならない。

優先雇用の努力義務 （派遣法第４０条の４）

派遣先の同一組織単位の業務に、継続して３年間受け入れる見込みがある派遣労
働者について、派遣元から、その派遣労働者を直接雇用するよう依頼があり、そ
の派遣先で労働者（正社員に限らない）を募集する場合、その派遣労働者に募集
情報を提供しなければならない。

労働者募集情報の提供義務 （派遣法第４０条の５第２項）



派遣料金の配慮義務（派遣法第２６条第１１項）

35

派遣先は、派遣労働者の待遇確保のための措置を遵守することができるよう、派遣料
金について配慮しなければならない。

※派遣元から要請があるにもかかわらず、派遣先が派遣料金の交渉に一切応じない
場合や、派遣元が待遇決定方式（派遣先均等・均衡方式又は労使協定方式）に基
づく賃金を確保するために必要な額を派遣先に提示した上で派遣料金の交渉を
行ったにもかかわらず、派遣料金が当該額（待遇決定方式に基づく賃金を確保す
るために必要な額）を下回る場合には、配慮義務を尽くしたとは解されず、指導
の対象となり得る。
（労働者派遣事業関係業務取扱要領第５の２(4)ハの(ハ)）



苦情の適切な処理（派遣法第４０条第１項）

36

派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者から当該派遣就業に関し、苦情
の申出を受けたときは、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知するとともに、当
該派遣元事業主との密接な連携の下に、誠意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切か
つ迅速な処理を図らなければならない。

※適切かつ迅速な処理を図るべき苦情
セクシャルハラスメント、妊娠、出産等に関するハラスメント、育児休業等に
関するハラスメント、パワーハラスメント、障害者である派遣労働者の有する
能力の有効な発揮の支障となっている事情に関するもの等
（派遣先が講ずべき措置に関する指針第2の7(1)）

※派遣先が、派遣労働者から苦情の申出を受けたことを理由として、当該派遣労働
者に対して不利益な取扱いをすることは禁じられている。
（派遣先が講ずべき措置に関する指針第2の7(2)）



教育訓練・能力開発 ／ 福利厚生施設

37

派遣先は、派遣先の労働者に対して業務の遂行に必要な能力を付すための教育訓
練を行っている場合は、これらの者と同種の業務に従事する派遣労働者に対して
も、当該派遣労働者を雇用する派遣元事業主からの求めに応じ、当該派遣労働者
が既に当該業務に必要な能力を有している場合や派遣元事業主で同様の訓練を実
施することが可能である場合を除き、当該訓練を実施する等必要な措置を講じな
ければならない。

教育訓練・能力開発 （派遣法第４０条第２項）

派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者について、当該派遣就業が
適正かつ円滑に行われるようにするため、適切な就業環境の維持、診療所等の施
設であって現に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用しているもの（給食施
設・休憩室・更衣室を除く。）の利用に関する便宜の供与等必要な措置を講ずる
よう配慮しなければならない。

例）物品販売所、病院、診療所、浴場、理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、
運動場、体育館、保養施設 等

福利厚生施設 （派遣法第４０条第４項）



労働・社会保険の適用の促進
（派遣先が講ずべき措置に関する指針第２の８）

38

派遣先は、労働・社会保険に加入する必要がある労働者（派遣元が新たに雇用した派
遣労働者については、派遣開始後速やかに加入手続きが行われるものを含む。）を受
け入れるべきであり、派遣元から派遣労働者が労働・社会保険に加入していない理由
の通知を受けた場合に、その理由が適正でないと考えられる場合には、派遣元に対し、
その派遣労働者を労働・社会保険に加入させてから派遣するよう求めること。

※適正でない理由（例）
・派遣労働者が加入を希望していない
・雇用期間が６ヶ月で契約更新がない など

労働・社会保険に加入している派遣労働者については、派遣元から提示又は送付さ
れる被保険者証（又は行政機関から交付された書類等）の写し等の確認が必要。

派遣元は、労働・社会保険に加入している労働者を派遣する場合は、派遣先に対
し被保険者証の写し等を提示又は送付しなければならないとされている。
（派遣法施行規則第２７条第４項）



④派遣先事業所における法令違反・不適切事例等



派遣先事業所における法令違反・不適切事例等 (1/3)

40

○抵触日通知（事業所単位）について（派遣法第２６条第４項）

• 派遣元に対して、抵触日の通知を行っていない。又は派遣個別契約の都度行っ
ていない。

• 派遣先事業所の名称及び所在地が記載されていない。
※派遣先事業所ではない就業場所の名称及び所在地が記載されているケースが
ある。

○比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供について(待遇に関する情報提供)
（派遣法第２６条第７項）

• 派遣元に対して、比較対象労働者の待遇等に関する情報提供を行っていない。
又は契約の都度行っていない。



派遣先事業所における法令違反・不適切事例等 (2/3)
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○労働者派遣個別契約書について（派遣法第２６条第１項）

• 派遣先事業所と就業場所の記載について
派遣労働者が実際に就業する事業所等が、派遣先事業所と一致しない場合は、
派遣契約書にそれぞれの事業所の場所を記載することが望ましい。
⇨派遣先事業所と就業場所が違う場合、就業場所は記載されているが、派
遣先事業所の名称及び所在地が記載されていないケースが散見されてい
る。

• 派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度や派遣労働者を協定対象派遣労
働者に限るか否かの別の項目が漏れているケースが散見されている。

○派遣元への通知について（派遣法第４２条第３項）

• 派遣元に通知すべき項目が漏れているケースがある。
⇨特に、派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度や派遣労働者が派遣
労働に従事した事業所名称と派遣就業をした場所ならびに組織単位（組
織の名称）の漏れが散見されている。



派遣先事業所における法令違反・不適切事例等 (3/3)
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○派遣労働者を特定することを目的とする行為の禁止
（派遣法第２６条第６項）

需給調整事業室への相談・情報提供が多い項目

• 派遣先の事業所見学の際に、採用選考に該当するような面接を受けた。
• 派遣先の担当者から、派遣労働者として受け入れられないと言われた。

⇒こういった事実は、いわゆる事前面接と判断され、派遣法第26条第6項
に抵触する可能性が高い。



その他



医療・介護・保育・幼児教育施設などで人材を募集している皆様へ
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紹介サービスを利用する際のチェックポイント
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人材サービス総合サイト (1/3)
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人材サービス総合サイト【労働者派遣】 (2/3)
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人材サービス総合サイト【職業紹介】 (3/3)

48



需給調整事業室の説明は以上になります。

ご視聴ありがとうございました。

セミナー終了後にアンケートが送信されます。
アンケートにご協力お願いいたします。


